
2019年は、日本経済が輸出を中心に弱い動きが続いていたものの緩やかに回復していた中
で、女性や高齢者等を中心に労働参加が進み、有効求人倍率は僅かに低下したものの高水準を
維持するとともに完全失業率は低水準で推移し、雇用情勢は着実に改善を続けていた。

その後、2020年に入り、感染拡大の影響により幅広い産業で経済活動が抑制されたことで、
有効求人倍率の大幅な低下、就業者数の大幅な減少、完全失業率の上昇のほか、非労働力人口
の増加など雇用情勢に弱い動きがみられた。

本章では、2013年以降2019年まで続いた雇用情勢の改善傾向について総括的に分析すると
ともに、感染拡大の影響で弱い動きがみられた2020年の雇用情勢について概観する。

なお、2020年における感染拡大が雇用・労働に及ぼした影響についての詳細な分析は、第
５章「新型コロナウイルス感染症の感染拡大が雇用・労働に及ぼした影響」で行う。

	 第１節	 雇用・失業情勢の概観
●求人・失業の情勢は長期的に改善傾向であったが、2020年には弱い動きとなった

まず、2019年まで続いてきた雇用・失業情勢の改善傾向と2020年における変化について概
観する。

第１－（２）－１図は、有効求人倍率、新規求人倍率及び完全失業率の推移である。リーマン
ショック期の2008年以降、有効求人倍率、新規求人倍率、正社員の有効求人倍率は、長期的
に上昇傾向が続いていた。2019年には、有効求人倍率は僅かに低下したものの年平均で1.60
倍と高水準を維持し、新規求人倍率はほぼ横ばい傾向となったほか、正社員の有効求人倍率は
年央までやや上昇し、その後低下傾向となった。完全失業率は、長期的に低下傾向で推移し、
2018年5月及び2019年12月には2.2％まで低下（2019年平均で2.4％）したが、低下テンポは
鈍化していた。

2020年には、感染拡大の影響等により有効求人倍率、完全失業率ともに悪化し、有効求人
倍率は９月に1.04倍まで低下し、年平均で1.18倍となった。完全失業率は、10月に3.1％まで
上昇し、年平均では2.8％となった。2020年12月時点で景気は依然として厳しい状況にある中、
雇用情勢には厳しさがみられる状況が続いていた。

第２章
雇用・失業情勢の動向
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第１－（２）－１図 完全失業率と有効求人倍率の推移

○　リーマンショック期の2008年以降、有効求人倍率、新規求人倍率、正社員の有効求人倍率は、
長期的に上昇傾向が続いていた。2019年には、有効求人倍率は僅かに低下したものの高水準を維持
し、新規求人倍率はほぼ横ばい傾向となったほか、正社員の有効求人倍率は年央までやや上昇し、
その後低下傾向となった。完全失業率は、長期的に低下傾向で推移し、2018年5月及び2019年
12月には2.2％まで低下したが、低下テンポは鈍化していた。
○　2020年には、感染拡大の影響等により有効求人倍率、完全失業率ともに悪化し、有効求人倍率は
９月に1.04倍まで低下し、完全失業率は10月に3.1％まで上昇した。

　　　　　

有効求人倍率

新規求人倍率

正社員の有効求人倍率

完全失業率（右目盛り）

（倍） （％）

（年・月）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）データは季節調整値。
２）2011年3月から8月までの期間は、東日本大震災の影響により全国集計結果が存在しないため、補完推計

値（新基準）を用いた。
３）グラフのシャドー部分は景気後退期。
４）本白書では、2019年～2020年の労働経済の動向を中心に分析を行うため、見やすさの観点から2019年と

2020年の年の区切りに実線を入れている。
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